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全国の漂着ごみ分布の傾向

（調査概要）
○平成１８年度「海岸における一体的漂着ゴミ対策検討調査」
（農林水産省、国土交通省）

○調査は平成１８年１１月中旬から１２月中旬にかけて全国一
斉に実施した。

○全国の海岸線を有する市町村（６６４自治体）のうち、６０６
自治体において調査を実施。

○各自治体の代表的な海岸において平均的なゴミの散乱状
況を示す区間を選定し、流木・海草を除く散乱ごみの量を目
視により推計。
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漂着ごみの国別割合（環境省モデル調査の例）
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漂着ごみの材質別の重量割合（環境省モデル調査の例）
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漂着ごみの蓄積量と季節変動（環境省モデル調査の例）
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海岸機能の低下や生態系を含めた環境・景観の悪化、
船舶の安全航行の確保や漁業への被害などの深刻
化が指摘。

○平成１８年４月
「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議」設置
○平成１９年３月
「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議
とりまとめ」策定

しかしながら、
①関係者の努力でもなお処理しきれない質と量の漂着物が海岸に流れ着いていること、
②法的な処理の責任が明確に定められていないこと、
③他の都道府県や外国で発生したものが多く、当該地方公共団体のみに責任を負わせることが
不適当であること、
等の課題も指摘。

海岸漂着物処理推進法の制定（平成２１年７月）
～海岸漂着物対策の第２ステージへ～

「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会
議取りまとめ」の概要

●政府としての漂流・漂着ゴミに対する
基本的な方針、関係者の責務を記載。

●漂流・漂着ゴミに係る予算の取りまとめ。
●地方公共団体の取組状況に関するアン
ケート調査の実施。

関係省庁による取組が進展。

これまでの取組の経緯
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美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る
海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（海岸漂着物処理推進法）の概要
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国の基本方針と都道府県の地域計画（法第１３条・１４条）

７



８

海岸漂着物対策推進協議会（法第１５条）



関係省庁による主な施策（平成２１年度）

１．状況の把握
○日本周辺及び北西太平洋の浮遊プラスチック類の監視（気象庁）

日本周辺及び北西太平洋の観測定線において浮遊プラスチック等海上漂流物の目視観測を実施。
○漂着ゴミ状況把握手法開発調査（環境省）

漂着ゴミのモニタリング実施に当たっての課題等を整理し、地域の関係者との連携による漂着ゴミのモニタリング手法及びその

ガイドラインを整理。

２．国際的な対応も含めた発生源対策
（１）国内での発生抑制の取組
①森林での取組
○災害に強い森林づくりの推進（林野庁）
公益的機能の確保が必要な保安林において、治山施設の設置や機能の低下した森林の整備を推進し、山腹崩壊等の山地
災害を防止すること等によって、流木の発生の軽減を図る。

②河川での取組
○河川における漂流・漂着ゴミ問題への取組（国土交通省）

河川巡視による早期発見・対応、河川・ダム等に貯留した流木・ゴミ等の処理、流域の住民との連携による清掃活動の実施
に加えて,河川におけるゴミ･流木対策の取り組みを実施するため,連携体制の強化,啓発活動の推進,河川管理の強化に取り
組む。

③漁場等での取組
○水域環境保全創造事業（水産庁）
資源生産力の向上及び漁港漁場の水域環境の改善を効率的に推進するための漁港・漁場の一体的な水域環境保全対策の
推進を図ることを目的として、たい積物の除去等を行う。

○漁場漂流・漂着物対策推進事業（水産庁）
漂流・漂着物の発生源対策として、漁業系資材の漁網、発泡スチロール製のフロート及びプラスチック製品について、モデル
地域を選定し、その処理費用の軽減方策及びリサイクル技術の開発・推進を図るとともに、被害拡大防止のため漁業活動中
の漂流物回収に対する支援を行う。

○漁場環境・生物多様性保全総合対策事業（水産庁）
漁協及びＮＰＯ等が行う海浜等の清掃活動及び森づくり等の漁場環境・生物多様性維持保全のための活動に関する現地で
の取り組み状況の把握やその効率的な取り組みに向けた検討を行い、活動主体間の連携強化を図る。
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④漂流ゴミへの取組
○閉鎖性海域における漂流ゴミの回収（国土交通省）
船舶航行の安全を確保し、海域環境の保全を図るため、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海、有明・八代海（港湾区域・漁港区域を除

く）において、海面に浮遊する流木等のゴミや船舶等から排出した油の回収及び環境調査等を実施。

⑤事業者による容器包装廃棄物の排出抑制
○容器包装リサイクルの円滑な推進（環境省・経済産業省・農林水産省）
国内において、事業者による容器包装廃棄物の排出抑制等を促進することは、漂流・漂着ゴミに対する対策としても有効であ
ると考えられるため、容器包装リサイクル法を適切に施行し、同法に基づき、排出抑制を促進する。

⑥モニタリングの技術開発
○漂流ゴミ予測システムの技術開発（国土交通省）
効果的なゴミ回収を目的に、海洋短波レーダによって観測された海洋表層流況を活用し、ゴミの集まる位置を予測する技術
開発を推進する。

⑦普及啓発
○一般市民への海洋保全思想の普及を目的とした活動推進（海上保安庁）
一般市民を対象とした海洋環境保全のための啓発活動を、自治体、ボランティア等と連携して実施。

○環境教育の推進（文部科学省）
国民､NPO､事業者等による環境保全への理解と取組の意欲を高めるため、環境教育の振興や体験機会、情報の提供を行う。

○不法投棄等の未然防止及び拡大防止対策の推進（環境省）
廃棄物処理法に基づく規制強化等を進めるとともに、地方自治体等との連携のもと総合的な施策を実施し、不法投棄等の不
適正処分の未然防止や拡大防止を推進する。

（２）国際的な取組
○海洋漂着ゴミ対策拠出金（外務省）（NOWPAP国際海岸クリーンアップ活動支援）
我が国、中国、韓国、ロシアが参加する北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）の枠組みにおいて、漂流・漂着ゴミの海岸で

の実態調査及び収集活動（国際海岸クリーンアップキャンペーン（ICC: International Coastal Cleanup））事業を、普及啓蒙活動
と共に実施。
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３．被害が著しい地域への対策
（１）地方公共団体等の対策に対する財政支援等

○災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業（国土交通省・農林水産省）
洪水、台風等により海岸に漂着した流木及びゴミ等並びに外国から海岸に漂着したものと思われる流木及びゴミ等が異常に堆
積し、これを放置することにより海岸保全施設の機能を阻害することとなる場合に、海岸管理者が緊急的に実施する流木及び
ゴミ等の処理に対し支援を行う。

○災害等廃棄物処理事業費補助金（環境省）
災害に起因又は災害に起因しないが、海岸保全区域外の海岸に大量に漂着したごみを、市町村が収集、運搬及び処分する場
合、当該処理事業について支援する。

○廃棄物処理施設整備費（循環型社会形成推進交付金）（環境省）

市町村が漂着ごみを含む廃棄物の処理を行うために必要な廃棄物処理施設の整備について支援する。

○沖縄の離島における廃棄物処理施設の整備（内閣府）
離島地域を含む沖縄における廃棄物処理施設等の整備に係る支援を行う。

○漂流・漂着ゴミ重点海岸クリーンアップ事業（環境省）
外国由来のゴミが大量に集積している海岸等を重点海岸として選定し、国が緊急的にクリーンアップ事業を実施する。

○地域グリーンニューディール基金（環境省）
海岸漂着物処理推進法の施行を受けて、地方公共団体等が実施する海岸漂着物の回収・処理や発生抑制対策等の取組に対
する支援（10／10以下の定額）を行う。

（２）国による調査・事業
○大規模漂着状況の原因調査（海上保安庁）
同一の排出源からのものと思われる大量の漂着物が認められた場合に、関係地方公共団体等と連携して漂着状況を調査し、
排出源、排出原因の特定など、事件・事故の両面から調査を実施するとともに、関係自治体への情報提供、地域住民への注
意喚起等を実施。
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○漂流・漂着ゴミに係る国内削減方策モデル調査（環境省）
モデル地域において、漂流・漂着ゴミに関する各種調査を実施するとともに、地域の関係者による検討会を開催し、地域の実
情に応じた漂流・漂着ゴミの回収・処理方法及び対策のあり方を整理する。

○グリーンワーカー事業（環境省）
国立公園等の貴重な自然環境を有する地域において、地域の自然環境等を熟知した地元の住民や団体等を雇用して、野生
動植物の保護・保全、外来種対策、登山道等の施設の維持管理等の事業を実施。その中で国立公園等の自然海岸等におい
て、海岸漂着ゴミの回収等を含む清掃事業を実施。

（３）技術開発
○循環型社会形成推進科学研究費補助金（環境省）
競争的資金を活用し、重点テーマとして漂着ごみの処理に係る技術を公募し、塩分を含む漂着ごみの焼却技術の開発等を行う。

（参考）頑張る地方応援プログラム
「頑張る地方応援プログラム」に基づき、独自のプロジェクトを策定・公表し取り組む市町村を特別交付税で支援。
（各市町村の単年度上限額は、3,000万円（財政力補正あり）。3年間措置。）
＜本プログラムを活用し漂流・漂着ゴミに関する活動に取り組んでいる市町村の例＞
○北海道積丹町「環境保全対策プロジェクト」
○新潟県粟島浦村「粟島クリーンアップ作戦」
○山口県長門市「環境保全プロジェクト」
○熊本県苓北町「環境保全プロジェクト」
○鹿児島県知名町「『海岸環境保全』プロジェクト」
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漂流・漂着ゴミ対策重点海岸クリーンアップ事業

●平成２０年度第２次補正予算にて、外国由来のゴミが大量に集積している海岸等を重点海岸として選定し、国
が緊急的に海岸のクリーンアップを行う「漂流・漂着ゴミ対策重点海岸クリーンアップ事業」（３億円）を実施。

●重点海岸として、計１３県２５海岸を選定の上、各重点海岸において、地域の関係者の協力を得て、海岸のク
リーンアップを実施。
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地域グリーンニューディール基金
～海岸漂着物地域対策推進事業～

●１次募集では、海岸漂着物対策について、５５億円を配分。
●別途５億円を留保し、追加的な要望（２次募集）に充てることとし、２次募集では、ＮＰＯ等との
連携に係る事業を重点的に採択する予定。
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